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日本における睡眠健康教育の現状と課題

白 川 修 一 郎＊

睡眠評価研究機構

PresentSituationandFutureProspects

fortheSleepHealthEducationinJapan

ShuichiroShirakawa

SleepAssessmentandResearchInstitute

抄 録
日本人の20％に不眠があり，睡眠不足もOECD構成国中で最悪である．不眠あるいは睡眠不足は，高

血圧，Ⅱ型糖尿病，感染症の発症リスクを増大させる．さらに，脳機能を低下させ事故，うつ病，自殺
のリスクを顕著に増やす．睡眠は身体およびこころの健康維持に重要な役割を持っている．米国にお
いては，睡眠健康教育は充実しているが，日本では緒に就いたばかりである．睡眠障害の患者への対
応，地域健康の維持・増進を担う役割の大きい看護分野において睡眠健康教育の充実が待たれる．

キーワード：睡眠障害，身体健康，こころの健康，睡眠健康教育．

Abstract

Someepidemiologicalresearchreportsthatthereisinsomniain20％ofJapanese.Thelackofsleep
isalsoworstintheOECDMemberStates.Sleep-deprivation/insomniaincreasesthehazardratioof
hypertension,type2diabetesandinfectiousdiseases. Furthermore,sleep-deprivation/insomnia
increasestheriskofaccidents,thehazardratioofdepressionandsuicideinconsequenceofdeteriorated
brainfunction.Sleephasanimportantroleinmaintainingaphysicalandmentalhealth.IntheUnited
States,sleephealtheducationissubstantial,butisinitsnascentcircumstancesinJapan.Roleofnursing
tothemaintenanceandpromotionofcommunityhealthandsupportforpatientswithsleepdisordersis
important.Enhancementofsleephealtheducationisawaitedinthefieldofnursing.
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全国の総合病院に来院した3歳～99歳の外来
新患患者6,466名を対象とした睡眠障害の実態
調査が，厚生省精神・神経疾患研究委託費「睡
眠障害の診断・治療及び疫学に関する研究」班
により，1996年に本邦で初めて行われた１）．こ
の実態調査は，北海道から九州までの10大学医
学部附属病院と１国立総合病院において，四季
それぞれの時期に共通の調査方法で，外来新患
患者を対象として行われたものである．患者の
自己記載による報告であり，問診や終夜睡眠ポ
リグラフィなどによる確定診断は行われておら
ず，推定の域を出るものではない．しかし，コ
ントロールされた条件により，全国的な規模で
調査された，総合病院に来院した患者の睡眠障
害全般に関する実態調査であった．調査時点で
睡眠に何らかの問題があり困っていた患者は，
男性の18.7％，女性の20.3％，全体では19.6％
と高率であった．年齢別にみると50歳以降での
増加が際だっていた．一ヶ月以上持続する長期
不眠は，男性患者で11.0％，女性患者で12.1％，
全体で11.7％と高い頻度を示し，年齢階級別で
は50歳代で15％を越え，60歳代の女性患者で
は20％を越えており，初老期以降の多くの患者
が，長期持続する不眠により，睡眠が障害され
ていることが判明した．このように，医療機関
を受診する患者の多くが睡眠に問題を抱えてお
り，上記の調査は幾分古いものであるが，高齢
化の進む現在では睡眠に問題を持つ初診患者
は，さらに増加しているものと推定される．ま
た，他の論文でも日本人の不眠の発症率は約
23％と推定され２），一月以内に不眠を経験して
いる高齢者は30％を超えることが報告３）されて
おり，現在も大きな変化はないものと考えられ
る．

睡眠は健康全般にも大きく影響する．それ
は，睡眠が身体損傷の修復の働きを持ち，免疫

新患外来患者の5人に1人に
睡眠障害の可能性がある

睡眠は身体健康の維持に
重要な役割を担っている

とも密接に関係しているからである．新型イン
フルエンザが猛威を振るった2009年に，ライ
ノウィルスを鼻粘膜に曝露した後に，症状の発
症率と睡眠の状態を22～55歳の男女153名で
検討した米国での研究が報告４）されている．睡
眠効率（どれだけグッスリ眠れていたかの指標）
が92％以下の質的低下を示す人は，98％以上の
良好な睡眠状態を示す人に比べて症状発症の
オッズ比が5.5以上にのぼることが判明してい
る．インフルエンザ等のウィルス性感染の発症
予防に，良好な睡眠が大切であることが，この
研究からも示されている．また，長期の不眠や
睡眠時無呼吸等の睡眠関連呼吸障害は，高血圧
症，虚血性心疾患や脳血管性認知症の重大なリ
スク要因である５）．国内の4,000名以上の4年間
の追跡調査でも，入眠障害のある人は1.96，睡
眠維持障害のある人は1.88のオッズ比で高血
圧を発症しやすいという研究結果がある６）．日
本の糖尿病患者の大多数を占めるⅡ型糖尿病の
発症リスクも，2,600名以上の8年間の追跡調査
で，入眠障害のある人はオッズ比で2.98，睡眠
維持障害のある人は2.23と高いものであった７）．
睡眠障害や睡眠不足は代謝系や食欲に影響

し，生活習慣病の最重要要因の肥満の重大な原
因の一つであることが，近年判明している．
1971～1975年に調査した32～59歳の男女9,588
名の対象者について，1987年（8,073名）と1992
年（6,981名）にBMIと睡眠時間との関係を，
コロンビア大学の研究グループが疫学的に追跡
調査している．その報告８）では，7～9時間の睡
眠時間の人に比べ4時間以下の睡眠者は肥満率
が73％も高く，5時間睡眠者の肥満率は50％も
高いというものであった．また，30～60歳の男
女1,024名対象としたスタンフォード大学医学
部の疫学調査９）で，8時間睡眠者と比べて5時間
睡眠者では，血中グレリン（食欲亢進ホルモン）
が14.9％増加し，血中レプチン（食欲抑制ホル
モン）が15.5％減少することが報告されてい
る．さらに，2夜の4時間睡眠と10時間睡眠を
取らせ，その後日中のレプチン，グレリンの血
中濃度と空腹感および食欲の推移を測定した比
較実験では，4時間睡眠後の血中レプチンは低下
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しグレリンは上昇し，空腹感および食欲は増進
していた１０）．なお，両条件とも空腹感および食
欲は午後に高く，空腹感は測定終了の午後9時
が最も高いレベルであった．小児の睡眠時間と
肥満との関係について，1980～2007年の間に発
表された論文についてメタ分析を行った報告１１）

では，短時間の睡眠しか取っていない子どもの
肥満のオッズ比は，十分に睡眠を取っている子
どもに比べ1.58と高くなること，少年（2.50）
の方が少女（1.24）よりオッズ比が高いこと，
10歳以上（1.62）の方が10歳未満（1.51）より
やや高いことが報告されている．

人間の睡眠では，極度に発達した脳を休息さ
せ機能を回復させる役割が大きい．質的に睡眠
が悪化した状態は，こころの健康に様々な障害
を生じやすいことが，日本の男女事務系労働者
4,868名の疫学調査から報告１２）されている．そ
の危険率（オッズ比）は，病欠が1.89，身体的
不健康感が4.28，精神的不健康感が4.98，職業
活動性低下が2.35，人間関係悪化が2.44，事故

（加害者・被害者）率が1.48であった．質的に
悪化した睡眠状態を引き起こす主な原因（オッ
ズ比1.5以上）としては，独身者1.61，中等度
の精神的ストレス2.52，重度の精神的ストレス
5.64，仕事に対する不満足度1.62，寝室環境不
良1.60とされ，性別，高血圧，喫煙の影響は少
なく，最終学歴，仕事のタイプ，カフェイン，
アルコールには影響が見られていない．
うつや自殺と睡眠不足との関係もよく調べら

れている．フランスで65歳以上の男女3,824名
を対象として，2年後と4年後の抑うつ症状と
不眠および日中の過度の眠気との関連を疫学的
に調査した研究１３）では，高齢者の日中の過度の
眠気はオッズ比2.05の危険率で抑うつ症状を
増大させる要因となっていた．また，睡眠の質
的悪化，入眠困難，睡眠維持困難も抑うつ症状
に関する危険因子であると報告している．20
歳以上の男女1,395名の睡眠不全（poorsleep）
について調査し，7.5年後に再度調査した研究１４）

睡眠はこころの健康維持に
重要な役割を担っている

がある．前後ともに健常な睡眠を示した人で
抑うつ症状のあった人は6.3％であったが，調
査開始時に健常睡眠で7.5年後に睡眠不全を呈
していた人の13.0％，調査開始時に睡眠不全を
示し7.5年後には健常睡眠に回復していた人の
25.2％，前後ともに睡眠不全を呈していた人の
36.6％に抑うつ症状がみられている．厚生労働
省が，2週間以上不眠が続いた場合には「うつ」
を疑い医療機関を受診するよう喚起しているの
は，上記以外にも多くの研究成果が報告されて
いるからである．さらに睡眠健康と自殺との関
連も近年多くのレポートで指摘されている．
15,597名の疫学的追跡調査で睡眠維持が悪化し
ている人の自殺危険率は，オッズ比で男性は
1.6，女性は3.1と有意に上昇していた１５）．74,977
名のノルウェー国民の追跡調査で，睡眠に問題
を持つ人の自殺リスクのオッズ比は，たまに睡
眠に問題が生じる人で1.9，時々は2.7，しょっ
ちゅう4.3と，2011年に報告１６）されている．こ
のように，長期に渡る睡眠不足あるいは睡眠の
質的悪化は，脳全体の機能として表出される精
神機能へも極めて危険な影響を及ぼす可能性は
高いのである．逆に，できるだけよい状態の睡
眠を確保できていれば，うつや自殺のリスクを
激減させることができることを，これらの疫学
調査報告は示していることになるであろう．

睡眠は身体健康，精神健康に大きく影響す
る．患者と常に対応する役割を担う看護師，地
域住民の健康維持・増進の役割を担う保健師
が，睡眠に関する専門的な知識を持つ必要性が
高いのは自明である．さらに，不眠症状の多く
は不適切な生活習慣の寄与する割合の高いこと
が知られている．不眠症以外でも，閉塞型無呼
吸症候群や軽度・中等度のレストレスレッグス
症候群などでも生活習慣の改善指導が必要な症
例も多い．また，看護師自身も不規則交代勤務
に従事することが多く，睡眠不足や睡眠障害に
悩まされやすい．さらに，睡眠不足や睡眠障害
は，脳機能を低下させヒューマンエラーを増大

看護分野において
睡眠健康教育は必須である
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させる危険性も高く１７），通勤途上の交通事故の
リスク上昇１８）や勤務への意欲やパフォーマンス
を低下させる要因ともなる．
閉塞型無呼吸症候群に代表される睡眠呼吸障

害がJR西日本において運転士の居眠りによる
誤操作を引き起こしたことは記憶に定着してい
る．しかし，睡眠不足により惨事を引き起こし
た関越自動車道での夜行バスの大事故のよう
に，不適切な生活習慣による睡眠不足により日
中の注意機能に障害を引き起こす日本人は，睡
眠呼吸障害にくらべ格段に多いことが確定視さ
れている．このような情報を社会に普及させ，
自己のQOLや健康の維持にとっての睡眠の重
要性を認知させ，健全な睡眠を保つために不適
切な生活習慣の改善方策を提示できる看護分野
における指導者を育成することは，国民の多く
が不眠状態にある我が国においては急務であ
る．

残念ながら，日本における睡眠学，睡眠障害，
睡眠健康の教育は，後進国そのままである．医
師の教育においても睡眠学，睡眠障害学の独立
した講座での教育はほとんど行われていない．
最近になって医学部に睡眠学あるいは睡眠臨床
学の講座が設けられるようになってきたが，そ
の多くは寄付講座によるものであり研究と臨床
が主体のものである．睡眠薬の適正使用と休薬
に関する診療ガイドラインも，2013年6月に厚
生労働省の研究班によりようやく公表１９）された
ところである．
日本における睡眠教育は，日本睡眠学会にお

いて睡眠臨床の初任者研修（医療・技術セミ
ナー）および生涯教育研修（生涯教育セミナー）
が行われているが，医師，歯科医師，臨床検査
技師を対象とした睡眠障害の検査，診断，治療
についてのプログラムで，睡眠健康教育とは目
的がやや異なる．睡眠健康教育の促進は，本来
は日本の睡眠学の中核である日本睡眠学会が社
会的責任として担うことが望ましいものの，現
状では睡眠医療に従事する医師，歯科医師，臨
床検査技師の育成を進めるのが人的資源上の限

日本における睡眠健康教育の現状と課題

界である．なお，睡眠薬の適正使用と休薬に関
する診療ガイドラインでも示されているよう
に，不眠は睡眠薬の投与のみでは治療すること
が困難な場合も多く，不眠に特化した認知行動
療法（CBT:cognitivebehavioraltherapy）を併
用することが推奨されている．その研修会が睡
眠学会教育委員会の主催の元で一昨年より開始
された．睡眠障害患者への睡眠健康教育の提示
法も含んでおり，少しずつではあるが日本の睡
眠健康教育も歩み始めている．
医療・教育関係者を対象とした睡眠健康教育

が滋賀医科大学を中心に2006年から眠りの森
事業の一環として行われている．2012年から
は，一般社団法人日本睡眠教育機構に移行し，
初級と上級の睡眠健康指導士の2種類の教育プ
ログラムを行っている．上級コースは延べ4日
間の講義内容となっている．
2006年に設立された日本睡眠改善協議会は，
2009年に一般社団法人に移行し，看護分野の従
事者，睡眠関連企業の従事者，JR東海，西日本
などの運輸従事者，教育や社会福祉，心理カウ
ンセリングに従事する人などを対象として，睡
眠改善インストラクターの育成講座を開設して
いる．この育成講座は，睡眠改善学総論，睡眠
中の生命現象，睡眠と生体リズム，睡眠環境，
子どもと睡眠，社会と睡眠，睡眠障害，睡眠相
談・評価技術，睡眠改善技術について睡眠学の
専門家による3日間にわたる集中講義である．
協議会編集のテキスト２０），副読本２１）を用いた系
統的な講義が行われている．科学的研究成果に
よる明確な知識と技術に基づいた睡眠健康改善
策を提案，実践，普及することのできる人材の
育成を目的とし，睡眠科学・臨床の進歩にあわ
せて常に新しい知識を習得できるよう，フォ
ローアップ研修が年2回行われている．大学に
おいても，睡眠改善学の講義を履修し単位を取
得した学生に対して，睡眠改善インストラク
ターの大学での認定試験が2012年より年1回
行われている．受験生の所属大学は，広島大学

（心理学），広島国際大学（臨床心理学），京都府
立医科大学（看護学），富山大学（教育学），江
戸川大学（臨床心理学），東北福祉大学（福祉学，
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教育学）であり，睡眠改善学の科学的・医学的
知識を各専門分野で実践できる学生の育成を目
的としたものである．
米国では，NationalSleepFoundationが1990

年に設立され社会全般を対象とした睡眠健康教
育の要となっている．2002年から行っている対
象を絞った全国調査（SleepinAmericaPoll）と
その報告書の公開，睡眠学に関する科学的知識
の提供，研究グラントや研修費用の補助，イベ
ント開催など，NIH（NationalInstituteofHealth）
と専門家のサポートを受け幅広い活動を行って
おり，ホームページも充実している．米国には
AASM（AmericanAcademyofSleepMedicine）
認定の1,000を超える睡眠障害専門病院（sleep
disorderscenter）が存在し，地域での睡眠健康教
育の中心となっている．睡眠障害についての医
学的専門教育はAASMが担当し，睡眠障害や睡
眠健康についての一般への情報提供はNIHの
HeartLungandBloodInstitute内に設置されてい
るNationalCenteronSleepDisordersResearch
が担当している．さらに，睡眠科学研究につい
ての研究者育成研修はSRS（SleepResearch
Society）が担当し，役割を分担しながら組織的
に米国民への睡眠健康教育が行われている．
日本で米国流の睡眠健康教育を行うのは，現

時点では不可能である．医学系，看護学系を含
め多くの大学や大学院での睡眠科学・臨床の教
育・研究講座を持つ米国にくらべ，日本には睡
眠健康教育を担いうる人材が極めて少ない．少
子高齢化社会に突入した日本において，国の活
力を将来まで確保するためには，より質の高い
脳機能を有し十全な健康を維持し得る国民の確
保が重要である．しかし，OECD（経済協力開
発機構）の2009年のレポートで，OECD構成
国の中で日本人の睡眠時間は最も短いことが報
告されている．また，筆者らのインターネット
による睡眠時間の全国調査で，平日に5時間未
満の睡眠しかとれていない危険な状態の人が
10％も存在することが判明２２）している．現状の
ような睡眠事情では，十分な効果を期待できる
健康維持・増進対策を企図する上での障害にも
なる．睡眠健康教育は，睡眠障害に関する医療

的な知識だけでは不十分である．国際医学関連
学術論文データベースであるMedlineにおい
て，2014年5月時点で，タイトルおよび抄録に

「sleep」を含む文献は，13万5千件以上も検索
することができる．このように，睡眠学の分野
においては，膨大な科学的知識が蓄積されてお
り，睡眠医療に関する知識を理解する上でも，
睡眠全般に対する科学的理解を促す睡眠健康教
育が基礎となる．10年先にある程度の人材を
確保するためには，米国のNationalSleepFoun-
dationの活動を手本にした社会活動と日本睡眠
改善協議会が行っているような専門家による系
統的な睡眠学の人材育成事業を大学において立
ち上げる必要があろう．看護分野においては，
京都府立医科大学医学部看護学科においてこれ
までに開設された睡眠改善学Ⅰ，Ⅱの集中講
義，および日本看護協会神戸研修センターで継
続教育の一環として睡眠障害に関する2日間の
研修が2年間行われたことを，寡聞にして把握
しているのみである．睡眠障害愁訴のある外来
および入院患者への対応，地域住民への健康教
育やこころの健康の相談業務，学校の保健室で
の業務，福祉施設や老健施設での入所者と職員
の健康管理業務，在宅障害者と介護者のケア業
務等で，看護師には睡眠健康に関する知識が必
要な場合が多いであろう．看護分野において
は，睡眠健康に関わる必要のない分野は極めて
少ない．睡眠障害や睡眠不全の頻発する高齢者
の国民に占める割合が今後急激に増加する日本
では，睡眠健康に関する幅広い科学的知識を有
する看護師と，そのような人材を育成できる教
育者の育成が看護分野に求められている．

開示すべき潜在的利益相反はない.
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